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機構が実施する高等専門学校機関別認証評価
の実施・検証状況及び

３巡目における主な変更点等について

｢高等専門学校機関別認証評価実施大綱｣

｢高等専門学校評価基準(機関別認証評価)｣
｢高等専門学校機関別認証評価自己評価実施要項｣

（高等専門学校機関別認証評価に関する説明会）
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説明内容：

・認証評価とは

・2巡目における認証評価の実施･検証状況
・3巡目における主な変更点
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認証評価とは：

学校教育法第109条で定める評価制度

（１）自己点検・評価の実施とその結果公表の義務

第１項 大学※は､その教育研究水準の向上に資するため､文

部科学大臣の定めるところにより、当該大学の教育及び研

究、組織及び運営並びに施設及び設備（次項において「教

育研究等」という。）の状況について自ら点検及び評価を

行い、その結果を公表するものとする。

※ 同法第123条の規定により、第２項及び第４項を含めて、

高等専門学校に準用される

独立行政法人
大学改革支援・学位授与機構

4

（３）認証評価の実施方法

第４項 前２項の認証評価は、大学からの求めにより、大学

評価基準(前２項の認証評価を行うために認証評価機関が

定める基準をいう。次条において同じ。)に従って行うも

のとする。

（２）文部科学大臣の認証を受けた機関による評価

（認証評価）を受ける義務

第２項 大学は、前項の措置に加え、当該大学の教育研究等

の総合的な状況について、政令で定める期間ごとに、文部

科学大臣の認証を受けた者（以下「認証評価機関」とい

う。）による評価（以下「認証評価」という。）を受ける

ものとする。 （以下略）



独立行政法人
大学改革支援・学位授与機構

5

認証評価とは（続き）：
平成16年度に制度がスタート。

大学等は７年以内ごと（専門職大学院は５年以内ごと）の
評価実施の義務づけ（学校教育法施行令第40条）。

大学は評価機関を選べるが、高専を対象とした認証評価機
関は本機構のみ。

高専の認証評価は、平成16年度の試行の後、平成17年度に
開始し、平成23年度からの２巡目を経て、平成30年度から
３巡目。
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２巡目における認証評価の実施・検証状況
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○２巡目の高専認証評価の実施プロセス

①対象校に対する説明会・研修会（前年度の８月）

②自己評価書(※)の作成・提出(実施年度の６月末締切)
③書面調査（同７～９月）

④訪問調査（同10～11月）
⑤評価結果（原案）の作成（12～１月）
⑥評価結果報告書の通知･公表（２～３月）

⑦次回の評価の申請
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※自己評価書とは､対象校が､機構の定めた「評価基準」に従って、
その教育活動を中心とした活動や取組の状況を「根拠となる資料・デ
ータ等」に基づき分析・評価した結果をまとめたもの。認証評価プロ
セスにおいて中心的な役割！

２巡目における自己評価書の主な構成要素：

＊｢観点ごとの分析」(｢観点に係る状況｣･｢分析結果とその根拠理
由」）、

＊｢優れた点｣･｢改善を要する点｣、

＊各基準の「自己評価の概要」

※後述するように、３巡目においては、自己評価書の作成方法等を
大きく変更。また、評価基準についても、基準・観点の組み替えや状
況変化に対応した観点追加を行うなど、大きく変更。
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○認証評価を公平かつ効果的に実施するための
大綱、要項、手引書等（５分冊）

①「高等専門学校機関別認証評価実施大綱」：評価の基本方

針、評価実施の基本的な内容等を示したもの

②「高等専門学校評価基準（機関別認証評価）」：評価基準の
、内容及びそれに即して教育活動等の状況を分析するための観
、点を示したもの

③「自己評価実施要項」：対象校が実施する自己評価の具体

的方法や自己評価書の作成方法等をまとめたもの

④「評価実施手引書」：機構による評価の担当者用の手引きと

して策定したもの

⑤「訪問調査実施要項」：対象校が訪問調査を受ける際に準

備及び対応する事項等をまとめたもの
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○機構による高専機関別認証評価の実施状況

・１、２巡目の年度別対象校数：

・評価結果： すべての高専が「高等専門学校評価基準

を満たしている」となっている。

・「優れた点」、「改善を要する点」の指摘状況：

２巡目の最初の３年間(H.23～25)の結果は次図の通り
（基準１:高等専門学校の目的、基準２:教育組織（実施体制）、基準３:教員及び教育支援者等
、基準４:学生の受入、基準５:教育の内容及び方法、基準６:教育の成果、基準７:学生支援等、
基準８:施設･設備、基準９:教育の質の向上及び改善のためのｼｽﾃﾑ、基準10:財務、基準11:管理
運営、選択A：研究活動の状況、選択B：正規課程の学生以外に対する教育ｻｰﾋﾞｽの状況）

1巡目 平成16年 平成17年 平成18年 平成19年 平成20年 平成21年 平成22年 計
対象校数 試行 18 18 20 2 0 2 60

2巡目 平成23年 平成24年 平成25年 平成26年 平成27年 平成28年 平成29年 計
対象校数 6 14 14 15 2 4 4 59
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基準別の｢優れた点｣及び｢改善を要する点｣の指摘状況
(H23～25)
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「優れた点」の指摘数 H23～H25（34校） 「改善を要する点」の指摘数 H23～H25（34校）
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検証用アンケート： 対象校と機構の評価担当者に対し毎年実施

○対象校アンケートの項目（９項目、79小項目）：
１．評価基準・観点の適切性等、 ２．評価の方法・内容の適切

性等、 ３．評価の作業量、スケジュール等の適切性等、 ４．説
明会・研修会等の有効性・適切性等、 ５．評価結果（評価報告書
）の内容等の適切性等、 ６．評価を受けたことによる効果・影響
に関する認識等、 ７．評価結果の活用状況等、 ８．評価の実施
体制の概要、 ９．その他

○機構の評価担当者アンケートの項目（７項目、43小項目）：
７．と８．を除き、対象校用とほぼ同じ。

○認証評価に関する検証結果
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（参考）平成26年度に実施した高等専門学校機関別認証評価に
関する検証結果報告書（平成28年3月）抜粋
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内容・方法等の見直しＷＧによる検討

平成30年度から始まる３巡目に向けて、平成27年に「高等
専門学校機関別認証評価検討ワーキンググループ（見直しＷ
Ｇ）」を立ち上げ。

認証評価実施の効果の確認や問題点等の把握結果等に基づ
き、平成28年３月の中央教育審議会大学分科会の「認証評価
制度の充実に向けて」（審議まとめ）等を踏まえながら、「
実施大綱」及び「評価基準」の改定案を作成し、パブリック
コメントを求めた結果を反映して、平成29年１月に、最終案
を確定・公表。

併せて、認証評価が対象校の負担軽減を図りつつより効果
的なものとなるよう「自己評価実施要項」(自己評価書様式)を
大きく改定。
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見直しＷＧにおける検討の基本的な方向性

1. 国際的な質保証の動向も踏まえて評価内容（評価基準など）
を検討

2. より効果的な認証評価とするための方策を検討
3. 認証評価における専攻科課程の取扱い方について検討
4. 学校側の負担の軽減につながるような取組を積極的に進める
方向で検討

5. 内部質保証システムの確立へ導くような仕組みを検討（※）
6. 検討に際しては、ステークホルダーである高等専門学校や産
業界などから、適宜、意見を聴取

※「内部質保証」については、次ページのシートを参照のこと。
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内部質保証とは
大学等が自らの責任で自学の諸活動について点検・評

価を行い、その結果を基に改革・改善に努め、それに
よってその質を自ら保証すること。

（配付資料「教育の内部質保証システムに関するガイドライン」を
参照のこと）
http://www.niad.ac.jp/n_shuppan/project/__icsFiles/afieldfi
le/2017/06/08/guideline.pdf

なお、外部質保証(公的質保証)には以下のものがある｡

・ 設置基準（最低限の基準による質保証）

・ 設置認可審査（質の事前規制）

・ 認証評価（質の事後確認）
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３巡目における主な変更点
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３巡目における大綱、基準、要項等の主な変更

○「実施大綱」関連の変更：

①「重点評価項目」の設定

②フォローアップの仕組みの導入

○「評価基準」関連の変更：

③「評価基準」の構成の変更

④「観点」の新設・整理・統合

○「自己評価実施要項」関連の変更：

⑤「自己評価書様式」の変更

⑥自己評価における第三者評価結果等の活用

○その他の変更
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①重点評価項目の設定
「大綱」において、「教育の内部質保証システム」を基
準１として設定し、その構成要素に係る「評価の視点」
（観点１－１－①～④）を重点評価項目として位置づけ
て評価し、その評価結果を段階別に示すことを明記。

これは、本認証評価においては、教育研究活動等の改
善を継続的に行う仕組み（内部質保証システム）を重視
しており、認証評価の実施を通じてその確立を図ること
を目指していることに対応。 評価のメリハリ！

※この重点評価項目において優れた評価結果が得られた学校に対して

は、次回の認証評価において何らかの特典が与えられる可能性がある。
（検討中。「認証評価制度の充実に向けて（審議まとめ）平成28年３月
31日 中央教育審議会大学分科会」参照）
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②フォローアップの仕組みの導入

認証評価をより効果的なものとするため、対象校は、
評価結果において「改善を要する点」として指摘された
事項のうち評価委員会が指定する事項について、次の認
証評価を受けるまでの間の任意の年度に、その対応状況
の確認を受けることができ、改善状況が十分であると確
認できれば、機構はその旨を評価結果に追記し、公表す
る「フォローアップの仕組み」を導入。
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③「評価基準の構成」の変更

従来の11基準を組み替え、「教育の内部質保証システ
ム」（基準１）～「専攻科課程の教育活動の状況」（基
準８）の８基準で構成。 わかりやすい基準構成！

特に、教育活動の活動に関しては準学士課程と専攻科
課程を明確に分離し、準学士課程については、

「準学士課程の教育課程・教育方法」（基準５）、

「準学士課程の学生の受入れ」（基準６）、

「準学士課程の学習・教育の成果」（基準７）

の３つの基準とし、専攻科課程については、「専攻科課
程の教育活動の状況」（基準８）の１つの基準とした。
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③「評価基準の構成」の変更（続き）

「卒業（修了）の認定に関する方針」、「教育課程の編
成及び実施に関する方針」、「入学者受入れに関する方針
」のいわゆる「三つの方針」は、内部質保証の起点となる
重要なものであり、関係法令の改正において認証評価基準
の共通項目として追加すべきものとされたことから、準学
士課程、専攻科課程それぞれに３つの「観点」を設定。

なお、２巡目まで基準１に置かれていた「学校の目的」
については、基準から削除し、分析・評価の実施における
前提と位置づけている。ただし、目的の周知、公表につ
いては､観点４－３－①における分析・評価対象とした｡
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3巡目における認証評価基準の構成
旧（１，2巡目） 新（3巡目）

1 高等専門学校の目的

2 教育組織（実施体制）

3 教員及び教育支援者等

4 学生の受入

5 教育の内容及び方法

○ 準学士課程

○ 専攻科課程

6 教育の成果

7 学生支援等

8 施設・設備

9 教育の質の向上及び改善

のためのシステム

10  財務
11  管理運営

1 教育の内部質保証システム

2 教育組織及び教員・教育支援者等

3 学習環境及び学生支援等

4 財務基盤及び管理運営

5 準学士課程の教育課程・教育方法

6 準学士課程の学生の受入れ

7 準学士課程の学習・教育の成果

8 専攻科課程の教育活動の状況
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④「観点」の新設・整理・統合

高等専門学校等に、その職員が学校等の運営に必要
な知識・技能を身に付け、能力・資質を向上させるた
めの研修（スタッフ・ディベロップメント（ＳＤ））
の機会を設けることなどを求める法令改正に対応して
、それに関連する観点(４－２－⑤）を新設。
その他、対象校アンケートや評価担当者アンケート

において類似しているとの指摘が多かった観点につい
ては、基準の統合に合わせて整理・統合した。（観点
総数は、２巡目の75に対し、３巡目は68）
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⑤「自己評価書様式」の変更

対象校の負担軽減を図るとともに、より効果的な評価
の実施を目指して、自己評価書の様式を、従来の「自由
記述方式」から自己点検・評価の項目別の「チェック方
式」を主体としたものに変更。

また、項目別の自己点検・評価結果の根拠理由に関し
ては、「根拠資料等の提示のみ」を求めることを主体と
し、根拠資料等の提示のみでは自己評価として十分とは
言えない自己点検・評価の項目の場合にのみ、２巡目と
同様、「根拠資料に基づく説明」を求めるものとした。
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※従来の「自由記述方式」： 観点ごとに、「観点に係る状況
」を根拠資料を基に説明したのち、「分析結果とその根拠理由」を記
述する方式。 対象校、評価担当者ともに負担が大！ しかも、観

点評価における項目の漏れも発生！

※３巡目の「チェック

方式」：右図参照。
観点評価における項目

の漏れがなくなる！対象

校の負担が軽減される！

※チェック方式の詳細

については、研修会

で説明！
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⑤「自己評価書様式」の変更（続き）

各基準の自己評価に際して、機構によって設定され
ている「観点」や「自己点検・評価の項目」のみでは
自己評価できない活動や取組における個性や特色を反
映できるよう、各基準の「評価の視点」ごとに、「特
記事項」欄を設置。 チェック方式導入による評価の
一律化をカバー！

なお、この特記事項欄には、根拠となる資料・デー
タ等を参照する際の留意点等を記述することもできる
ものとした。
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⑥自己評価における第三者評価結果等の活用

基準２の専攻科課程の担当教員に係る観点（観点２－
２－②）及び基準８の専攻科課程の教育活動に係る観点
（観点８－１ー①～⑥）の評価に際しては、他の第三者
評価等の結果（ＪＡＢＥＥ認定プログラムの認定に係る
結果や機構による特例適用専攻科の認定に係る結果）を
利用できるものとした。 評価の効率化（対象校の負担
軽減）。

※利用の仕方の詳細は研修会で説明！



独立行政法人
大学改革支援・学位授与機構

31

○その他の変更
内部質保証システムについては従来から重視してきたが、

今回の改正に合わせ、「実施大綱」における認証評価の目的
として、従来からの「質の保証」、「改善に役立てる」、「
社会への公表により広く国民の理解と支持を得る」に加え、
「内部質保証システムの確立・充実を図る」を明記。

また、「実施大綱」における認証評価の基本的な方針とし
て、従来からの６つの方針に加え、これまで実質的には実施
してきた「高等教育の質保証の国際的動向を踏まえ、高等専
門学校における教育の内部質保証システム、学習成果、及び
教育情報の公表を重視した評価を行う」ことを改めて明記。

さらに、次回評価の実施時期に対する制限を変更。(６年後
または７年後に限っていたものを、７年以内の任意年度の実
施に変更）
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選択的評価事項に係る評価に関する変更としては、選択
的評価事項Ｂの「正規課程の学生以外に対する教育サービ
スの状況」の名称を、より広い内容を含む事項を評価対象
とするよう「地域貢献活動等の状況」へ変更。

また、２つの選択的評価事項Ａ、Ｂの評価における観点
をＰＤＣＡに対応する４つの観点に変更。
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ご静聴、ありがとうございました。


